
【東アジアへの視点】

1.   はじめに

　産業構造の変化に関する研究は古くから行わ

れ，ぺティー・クラークの法則といった現在にも

通用する成果を生み出している。これは，経済成

長にともない，産業構造が農業を中心とした第1

次産業からサービス産業を中心とした第3次産業

に比重を変えていくもので，日本をはじめとする

先進国についてはおおむねそのような傾向がみら

れている。あとで分かるように日本は経済の大半

がサービス産業である。このことは「ものづくり」

の重要性を指摘する人たちに違和感を与えている

かもしれないが，これは事実である（注1）。

　一方で，昨今のTPP参加に関する議論において

クローズアップされた産業は農業である。しかし

ながら，この農業も産業構造の議論ではほとんど

対象にならないほど比重が低い。つまり，日本の

ようなサービス産業が大半の先進国で産業構造の

議論はほとんど意味がないのかもしれない（少な

くとも学術的には）。

　しかし，農業も製造業も経済の基盤である以上，

日本に全く存在しないというようなことは起こら

ないだろう。この点において，現在でも産業構造

の変遷を分析する意義はある。

　本研究は，北部九州地域における産業構造の変

遷について統計データを用いて分析する。しかし

ながら，単なる統計データの整理では物足らない

ので，以下の2点に関して独自の手法を用いて分

析する。1つは，現存するデータを延長し，予測

を行うことである。予測に関しては様々な方法が

考えられるが，ここではマルコフ連鎖を用いて確

率的に予測する方法を採用する（注2）。もう1つは産

業構造の比較を指標化し，その指標に基づいて分

析することである。

2.   予測モデル

　マルコフ推移確率行列を用いた「確率モデル」

は以下の考えに基づく（注3）。Ftは t期における各産

業の付加価値額を1×N（産業数）のベクトルで

表記したものである。マルコフ過程とは，次期の

付加価値額の分布Ft +1が今期の付加価値額の分布

Ftに左右される状況を数学的に表現したものであ

る。つまり，各産業の2時点間における付加価値

額の変動を以下のように定義する。

　なお，Mtは推移確率行列（transition matrix）で

ある。さて，この推移確率行列について，もし与

えられたデータを忠実に再現することを前提とす

るならば，Mtが時間によって変化することが予想

される。よって，長期的には以下の形となり，各

産業の長期的な付加価値額の変動がマルコフ連鎖

を用いて定式化可能となる。

　次に，推移確率行列の推計方法について説明し

* この研究は ICSEAD 研究プロジェクト『北部九州地域経済モデル：応用モデルの開発』および Sakamoto（2012）の成果の一部を加筆修正したもの
である。
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たい。まず，例として推移確率行列     を3×3行列，

つまり3産業で表すと以下のようになる。

　次に，Ft＝（bt,1，bt,2，bt,3），Ft+1＝（bt+1,1，bt+1,2，bt+1,3）

とすると式（1）は以下になる。

　この式（4）に基づいて推移確率行列の要素atjk

を推計するわけであるが，見てのとおり，atjkを推

計するためには方程式が不足し，これだけではユ

ニークな解がえられない。そこで，ユニークなatjk

を推計するために，最小二乗法の考え方を用いる

ことにする。ここでは，推計したい推移確率行列

の要素と単位行列の要素との乖離の2乗和の最小

化を図ることにする。この最小化問題の制約条件

は，式（1）の運動法則を修正した式（4）と，行

列の各行和が1となることで，以下のように定式

化する。

　ここでijkは単位行列 Iの要素であり，gtは全産業

を合計した付加価値額（対象地域の地域内総生産）

の成長率である（　　　　　　　　　　　）。

　この最小化問題は，非線形計画法によりatjkをユ

ニークに解くことができる。

　推計された推移確率行列Mtが時間に対して変化

するため，予測モデルの推移確率行列Mとしては，

これを単純に時間数で割って平均化する。

　そしてこのMを式（1）にあてはめ本研究の予

測モデルとする。

3.   データ

　まず，分析対象地域として日本と北部九州とし

て福岡県，北九州市および福岡市を取り上げる。

データは内閣府の『県民経済計算』で，ホームペ

ージで入手可能である。ただし，マルコフ連鎖の

推移確率行列を推計する期間が日本と北部九州と

では異なる。日本は1990〜2009年のデータを使用

した。一方，北部九州は1996〜2007年までである。

　次に，推計する産業数が各地域で異なっている。

表1が本研究で分析する産業分類である。日本が

42産業で，他の地域はそれ以下である。産業の空

白部分は主に隣接する産業と合算されて報告され

ていると思われる。例えば福岡県の鉄鋼（i011）

には非鉄金属の付加価値額が含まれていると考え

られる。そのように考えると福岡市のi005は，食

料品ではなく，製造業全体である。なお，北九州

市の石油・石炭製品にはマイナスのデータが存在

したため，化学（i008）に合算している。
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4.   産業構造の変動予測

　図1および図2は付加価値額による日本の産業構

造の変化を示したものである。具体的な数字は表

2で示した。なお，図表の記載年として取り上げ

たもののうち，2000年は『県民経済計算』記載の

実数で，2010年および2020年が予測の数字であ

る（注4）。

　第1次産業とともに，多くの製造業で金額が減

少傾向となっているが，一方で，電気機械（i015）

と輸送用機械（i016）が増加傾向となっている。

特に，電気機械の伸びが著しく，日本の製造業が

この業種に集中していく可能性があることを示し

ている。また，建設業（i015）も減少傾向で，公

共投資の削減やインフラ建設需要の落ち込みを反

映していると考えられる。増加傾向が目立つのは

サービス業に多く，特に，住宅賃貸（s031）と事

業所サービス（s036）の伸びが目立つ。公務（s040）

や公共サービス（s035）も伸びてきている業種で，

通信（s034）も額は少ないものの，将来的には伸

びる可能性がある。一方で，個人サービス（s037）

や運輸（s033）が減少傾向となっている。全体的

にみれば製造業の減少とサービス業の増加が主な

傾向だといえる。このマルコフ連鎖による予測で

は，過去の傾向に大きく影響を受ける（注5）。過去

に増加傾向だった産業は予測でも増加傾向を示し，
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減少傾向だった産業がその逆である。その点に関

していえば，過去のデータからトレンドを採って，

そのまままっすぐにのばして予測する方法でも十

分なのかもしれない。しかし，化学（i008）や卸

売業（s028）のように，2010年には減少している

ものの，2020年は増加している業種もある。これ

は直線的な予測ではえられることができない結果

である。つまり，予測において，他の産業の増減
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の影響を受けるために，必ずしも直線的な結果と

はならない。ここに，マルコフ連鎖を使用する利

点があると思われる。なお，表2からは，予測段

階で，電気機械（i015）の金額が卸売業（s028）

を上回っていることが分かる。

　次に，各地域について，図3〜図5は福岡県，北

九州市および福岡市の付加価値額による産業構造

の変化を示したものである。具体的な数字は表3

で示した。福岡県も第1次産業および製造業の比

率は低いが，電気機械（i015）と輸送用機械（i016）
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が増加傾向である。サービス業が産業構造の中心

であるが，不動産（s031），運輸・通信（s033），

各種サービス（s035）および公務（s040）の増加

傾向が目立つ。そして，建設（i025）と卸売・小

売（s028）が減少傾向である。北九州市は，福岡

県と製造業について若干の違いがあり，鉄鋼（i011）

が目立つものの，数字は明らかに減少傾向にある。

それ以外の増加傾向と減少傾向は程度の違いはあ

れ，福岡県とおおむね同じである。福岡市は，第

1次産業がほとんどなく，製造業もわずかで，ほ

とんどがサービス業であるが，卸売・小売（s028）

の減少と各種サービス（s035）の伸びが目立つ。

　表3の金額についていえば，福岡市と北九州市

とではサービス業の数字がおおむね2倍前後で，

福岡市の方が多いわけであるが，卸売・小売（s028）

に関しては圧倒的に福岡市が多い。しかも，福岡

市は福岡県の半分以上を占めており，福岡市が商

業都市であることを垣間みることができる。

5.   産業構造シェアの変化と分析

　表4は，各地域における産業構造の変動を比率

（シェア）で表示したものである。そして，各地

域でシェアの比較を可能にするために，表5では

産業を11業種にまとめて集計している。

　まず，単純に分かることは，第1次産業のシェ

アが非常に低いことである。鉱業を含めても付加

価値額は2％に満たない（a001-i004）。北九州市や

福岡市にいたっては1％もなく，しかもいずれの

地域も減少傾向にある。このことから，日本経済

において，農業が軽視されがちになることが容易

に推測されるわけだが，はたしてこれでいいのか

どうかは改めて議論する必要があるだろう。

　次に，福岡市の製造業（i005-i024）のシェアが

かなり低いこともあって，福岡県の製造業のシェ

アも日本より低い。北九州市も予測期間に入って

からは日本を下回るシェアとなっている。北九州

市も将来は必ずしも工業都市だとはいえなくなる

可能性があるだろう。

　福岡市は製造業のシェアが低い一方で，卸売・

小売（s028-s029）のシェアが高い。これは日本を

下回る北九州市と比較すれば，福岡市と北九州市

とで産業構造に完全な違いがあるいうことを意味

している。しかし，この業種に関してはいずれも

シェアを落としており，単純な商業からさらなる

付加価値がえられるサービス業に転換していくの

かもしれない。
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　さて，ここからは，これらの数字の変動を，あ

る指標を用いて指数化し，その変化を分析する。

坂本（2011），Sakamoto（2011）ではシェアの変

化を以下の方法で指標化している。それは，ある

時点（地域）のシェアと別の時点（地域）のシェ

アとの違いを距離（metrics）の概念で計測する方

法である。具体的にはユークリッドの距離の概念

をシェアの変化に応用した以下の式となる。

　これは，Si
ZとS j

Zの2つのシェアの差の2乗を合計

し，値が0〜1の間になるよう2で割り（マイナス

のシェアを考えない場合，分子の最大値は2とな

るため），距離としてルートを取ったものである。

これによりシェアで表示された2つの分布構造の

近さと遠さが％で表示される。もちろん近ければ

近いほどSDは小さな数字となる。

　この指標を各地域の時系列による産業構造の変

化に対応させて計測したのが，図6である。2000

年からの指数の変化を示しているが，途中までは

予測期間でないために，一部は若干乱れた変化と

なっているが，予測期間からは比較的単純に変化

している。2020年において福岡市で9％弱の変化，

日本でも6％以上変化していることから，産業構

造が変動する余地があることを示している。

　そして表5のシェアに基づく日本との産業構造

の違いを指標化したものが，表6である。福岡県

の産業構造は日本の産業構造と近い上に，予測期

間でさらに近づいていることが分かる。一方，北

九州市は全く逆で，日本とは異なる構造になりつ

つある。福岡市は，日本とはかなり産業構造が異

なるといえるが，数字としては徐々に日本に近づ

く傾向にあるといえる。

6.   まとめ

　本研究では，日本および北部九州の産業構造の

変遷を，マルコフ連鎖を用いて計測した。予測と

いう意味では，産業構造が時間をかけて変化して

いく様子をみることができるが，そもそもすでに

サービス産業の比率が高い日本においては，これ

からもサービス業が成長するということである程

度結果がみえているかもしれない。しかしながら，

細かい部分では地域間で産業構造が異なってお

り，これが地域の特徴として位置付けられると同

時に，日本および北部九州の各行政府が産業政策

を考えるにあたっての参考になると考えられる。
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　この点においては，本研究のように先進国であ

る日本にも応用する意義があると思われるが，結

果の面白さを分析するのであれば，むしろこれか

ら産業構造が変わっていくと思われる発展途上国

での分析を推奨したい。いずれにせよ，確率モデ

ルによる予測も大いに活用すべきであろう。

注

（注1） 日本の「ものづくり」は単純作業でモノを作る

段階からすでに脱却していると考えられる。い

わゆる高付加価値化であるが，高い付加価値を

つけるためには単純な製造作業だけでなく，研

究開発といったサービス産業的な要素も「もの

づくり」に反映されているはずである。そう考

えると「ものづくり」＝製造業ではないという

こともできるだろう。

（注2） いずれも筆者の定義であるが，本研究における

マルコフ連鎖による予測を「確率モデル」と定

義していることに対して，応用一般均衡分析な

ど，経済学などでよく使用される予測（シミュ

レーション）モデルを「経済モデル」と定義し

ている。「確率モデル」の良さは，予測が単純

なことである。それゆえに比較的単純な予測結

果となりかねないが，これを打開する方法を模

索する必要があるだろう。

（注3） マルコフ連鎖を用いた分析は古くからあり，最

近ではベイズ統計の分野で相当数の応用が試み

られている。また，本誌2011年12月号の範・楊

論文（pp．28〜37）でもマルコフ連鎖の応用

が試みられているが，彼らの研究はマルコフ連

鎖が収束分布（エルゴード分布）をもつ特徴

を利用したもので，本研究とは若干異なる。さ

らに，本研究では，データの時系列部分が比較

的少なく，産業数といったクロスセッションが

比較的多い場合を取り上げている。こういう

データ条件では，時系列分析として幅広く使

用されているベクトル自己回帰モデル（Vector-

autoregressive：VARモデル）を使用することが不

適切であることもマルコフ連鎖を使用する理由

の1つである。

（注4） 今年は2012年なので，2010年は予測結果ではな

く，実績値が出なければならないのだが，執筆

時点でデータは公表されていないので，予測の

結果を表示した。もちろん，データが公表され

れば，予測結果と比較可能で，モデルの有用性

を確かめることができる。

（注5） いうまでもなく，推移確率行列を推計するため

の計測期間の影響も大きく受ける。
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